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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　端末の上向きアクセス方法において、
　基地局から同期信号及び放送制御信号を受信する過程と、
　前記同期信号及び前記放送制御信号のうち少なくとも１つの受信結果に基づいて、上向
きアクセス信号を送信する上向き送信ビームを選択する過程と、
　前記選択された上向き送信ビームを利用して下向き送信ビーム指示情報を含む前記上向
きアクセス信号を送信する過程と、
　前記基地局から、前記下向き送信ビーム指示情報に基づいて決定された下向き送信ビー
ムを介して、前記上向きアクセス信号のアクセス応答と制御チャネル初期設定情報を受信
する過程と、を含む端末の上向きアクセス方法。
【請求項２】
　前記基地局から複数の広い下向き送信ビームを介して送信された前記同期信号と前記放
送制御信号とを受信する過程と、
　前記基地局から複数の狭い下向き送信ビームを介して送信された参照信号を受信する段
階と、をさらに含むことを特徴とする請求項１に記載の端末の上向きアクセス方法。
【請求項３】
　受信した前記同期信号と前記放送制御信号の受信性能に基づいて、最適な広い下向き送
信ビームを選択する過程と、
　前記参照信号の受信性能に基づいて最適な狭い下向き送信ビームを選択する過程と、
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　前記最適な広い下向き送信ビーム又は前記最適な狭い下向き送信ビームに対応する下向
き受信ビームを選択する過程と、をさらに含むことを特徴とする請求項２に記載の端末の
上向きアクセス方法。
【請求項４】
　前記上向きアクセス信号を送信する過程は、前記選択された最適な広い下向き送信ビー
ムに対する情報と、前記選択された最適な狭い下向き送信ビームに対する情報とのうち少
なくとも１つを含んで送信する過程を含むことを特徴とする請求項３に記載の端末の上向
きアクセス方法。
【請求項５】
　前記基地局からアクセス応答と前記制御チャネル初期設定情報を受信する過程は、
　受信した前記同期信号、前記放送制御信号及び前記参照信号の受信性能に基づいて、下
向き受信ビームを選択する過程と、
　前記選択された下向き受信ビームを介して前記アクセス応答と前記制御チャネル初期設
定情報を受信する過程と、を含むことを特徴とする請求項２に記載の端末の上向きアクセ
ス方法。
【請求項６】
　前記アクセス応答と前記制御チャネル初期設定情報のうち少なくとも１つは、
　アクセス以後の手続で使用する臨時識別子（Ｔｅｍｐｏｒａｒｙ　ＩＤ：ＴＩＤ）と、
　前記選択された上向き送信ビームに対する情報と、アクセス応答手続に引き続くチャネ
ル設定過程で使用する制御チャネル初期設定情報と、前記チャネル設定過程で使用する資
源に対するスケジューリング情報とのうち少なくとも１つを含むことを特徴とする請求項
１に記載の端末の上向きアクセス方法。
【請求項７】
　受信した前記同期信号、前記放送制御信号及び前記参照信号のうち少なくとも１つの受
信結果に基づいて下向き受信ビームを選択する過程と、
　前記選択された下向き受信ビームに対応する前記上向き送信ビームを選択する過程と、
をさらに含むことを特徴とする請求項２に記載の端末の上向きアクセス方法。
【請求項８】
　基地局の上向きアクセス応答方法において、
　上向きアクセス信号を送信するための端末の上向き送信ビームを選択するようにするた
め、同期信号及び放送制御信号を前記端末に送信する過程と、
　前記端末から下向き送信ビーム指示情報を含む前記上向きアクセス信号を受信する過程
と、
　前記下向き送信ビーム指示情報に基づいて下向き送信ビームを決定する過程と、
　前記決定された下向き送信ビームを介して、前記上向きアクセス信号に対するアクセス
応答と制御チャネル初期設定情報を、前記端末に送信する過程と、を含む基地局の上向き
アクセス応答方法。
【請求項９】
　前記上向きアクセス信号の受信性能に基づいて、最適な広い受信ビームあるいは最適な
狭い受信ビームを決定する過程をさらに含み、
　前記端末から前記上向きアクセス信号を受信する過程は、複数の広い上向き受信ビーム
あるいは複数の狭い上向き受信ビームのいずれか１つを介して、前記端末から前記上向き
アクセス信号を受信する過程を含むことを特徴とする請求項８に記載の基地局の上向きア
クセス応答方法。
【請求項１０】
　前記アクセス応答と前記制御チャネル初期設定情報のうち少なくとも１つは、アクセス
以後の手続で使用する臨時識別子（Ｔｅｍｐｏｒａｒｙ　ＩＤ：ＴＩＤ）と、選択された
上向き送信ビームに対する情報と、アクセス応答手続に引き続くチャネル設定過程で使用
する制御チャネル初期設定情報と、チャネル設定過程で使用する資源に対するスケジュー
リング情報とのうち少なくとも１つを含むことを特徴とする請求項８に記載の基地局の上
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向きアクセス応答方法。
【請求項１１】
　上向きアクセスを行う端末において、
　基地局から同期信号及び放送制御信号を受信する通信部と、
　前記同期信号又は前記放送制御信号のうち少なくとも１つを受信した受信結果に基づい
て、上向きアクセス信号を送信する上向き送信ビームを選択する制御部と、を含み、
　前記通信部は、前記選択された上向き送信ビームを利用して下向き送信ビーム指示情報
を含む前記上向きアクセス信号を送信し、前記下向き送信ビーム指示情報に基づいて決定
された下向き送信ビームを介して、前記上向きアクセス信号に対するアクセス応答と制御
チャネル初期設定情報を前記基地局から受信する端末。
【請求項１２】
　前記通信部は、前記基地局から複数の広い下向き送信ビームを介して送信された前記同
期信号と前記放送制御信号とを受信し、前記基地局から複数の狭い下向き送信ビームを介
して送信された参照信号を受信することを特徴とする請求項１１に記載の端末。
【請求項１３】
　前記制御部は、前記同期信号と前記放送制御信号との受信性能に基づいて、最適な広い
下向き送信ビームを選択し、前記参照信号の受信性能に基づいて、最適な狭い下向き送信
ビームを選択し、前記最適な広い下向き送信ビーム又は前記最適な狭い下向き送信ビーム
に対応する下向き受信ビームを選択することを特徴とする請求項１２に記載の端末。
【請求項１４】
　前記通信部は、前記選択された最適な広い下向き送信ビームに対する情報または前記選
択された最適な狭い下向き送信ビームに対する情報のうち少なくとも１つを送信すること
を特徴とする請求項１３に記載の端末。
【請求項１５】
　前記通信部は、受信した前記同期信号、前記放送制御信号及び前記参照信号の受信性能
に基づいて下向き受信ビームを選択し、前記選択された下向き受信ビームを介して前記ア
クセス応答と前記制御チャネル初期設定情報を受信することを特徴とする請求項１２に記
載の端末。
【請求項１６】
　前記アクセス応答及び前記制御チャネル初期設定情報のうち少なくとも１つは、アクセ
ス以後の手続で使用する臨時識別子（Ｔｅｍｐｏｒａｒｙ　ＩＤ：ＴＩＤ）と、選択され
た上向き送信ビームに対する情報と、アクセス応答手続に引き続くチャネル設定過程で使
用する制御チャネル初期設定情報と、チャネル設定過程で使用する資源に対するスケジュ
ーリング情報とのうち少なくとも１つを含むことを特徴とする請求項１１に記載の端末。
【請求項１７】
　前記制御部は、受信した前記同期信号、前記放送制御信号及び前記参照信号のうち少な
くも１つの受信結果に基づいて下向き受信ビームを選択し、前記選択された下向き受信ビ
ームに対応する上向き送信ビームを選択することを特徴とする請求項１２に記載の端末。
【請求項１８】
　上向きアクセス応答を行う基地局において、
　上向きアクセス信号を送信するための端末の上向き送信ビームを選択するようにするた
め、同期信号及び放送制御信号を前記端末に送信し、前記端末から下向き送信ビーム指示
情報を含む上向きアクセス信号を受信する通信部と、
　前記下向き送信ビーム指示情報に基づいて下向き送信ビームを決定する制御部と、を含
み、
　前記通信部は、前記決定された下向き送信ビームを介して、前記上向きアクセス信号に
対するアクセス応答と制御チャネル初期設定情報を前記端末に送信する基地局。
【請求項１９】
　前記通信部は、前記端末から前記上向きアクセス信号を受信することによって、前記端
末から前記上向きアクセス信号を、複数の広い上向き受信ビーム及び複数の狭い上向き受
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信ビームのうちいずれか１つを介して受信し、
　前記制御部は、前記上向きアクセス信号の受信性能に基づいて、最適な広い上向き受信
ビームあるいは最適な狭い上向き受信ビームを決定することを特徴とする請求項１８に記
載の基地局。
【請求項２０】
　前記アクセス応答と前記制御チャネル初期設定情報のうち少なくとも１つは、アクセス
以後の手続で使用する臨時識別子（Ｔｅｍｐｏｒａｒｙ　ＩＤ：ＴＩＤ）と、選択された
上向き送信ビームに対する情報と、アクセス応答手続に引き続くチャネル設定過程で使用
する制御チャネル初期設定情報と、チャネル設定過程で使用する資源に対するスケジュー
リング情報とのうち少なくとも１つを含むことを特徴とする請求項１８に記載の基地局。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、システムアクセス方法及び装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　スマートフォンなどの到来に伴い、移動通信加入者が使用する平均データの量は、幾何
級数的に増加していて、これと共にさらに高いデータ伝送率に対するユーザの要求も持続
的に増加している。一般的に高いデータ伝送率を提供する方法としては、さらに広い周波
数帯域を使用して通信を提供する方法と周波数使用効率を高める方法が存在する。しかし
、後者の方法でさらに高い平均データ伝送率を提供することは非常に難しいが、その理由
は、現世代の通信技術が既に理論的な限界値に近い周波数使用効率を提供していて、技術
改良を通じてこれ以上に周波数使用効率を高めることが難しいからである。したがって、
データ伝送率を高める実現可能な方法は、さらに広い周波数帯域を通じてデータサービス
を提供する方向であると言える。この際、考慮すべきものが可用周波数帯域である。現在
の周波数分配政策上、１ＧＨｚ以上の広帯域通信が可能な帯域は限定的であり、現実的に
選択可能な周波数帯域は、３０ＧＨｚ以上のミリメートル波帯域だけである。このような
高い周波数帯域では、従来のセルラシステムが使用する２ＧＨｚ帯域とは異なって、距離
による信号減衰が非常に激しく発生する。このような信号減衰によって従来のセルラシス
テムと同一の電力を使用する基地局の場合、サービスを提供するカーバレッジが非常に減
少する。このような問題を解決するために、送受信電力を狭い空間に集中して、アンテナ
の送受信効率を高めるビームフォーミング（Ｂｅａｍ　Ｆｏｒｍｉｎｇ）が広く使用され
る。
【０００３】
　図１は、アレイアンテナを利用してビームフォーミングを提供する基地局１００と端末
１５０を示す図である。図１を参照すれば、基地局１００は、アレイアンテナ１１０、１
１２を使用して下向き送信ビーム１２０の方向を切り替えながらデータを伝送することが
できる。また、端末１５０は、受信ビーム１７０の方向を切り替えながらデータを受信す
ることができる。
【０００４】
　前記ビームフォーミング技法を使用して通信を行うシステムにおいて基地局１００と端
末１５０は、多様な送信ビーム１２０の方向と受信ビーム１７０の方向のうち最適のチャ
ネル環境を示す送信ビーム１２０方向、受信ビーム１７０方向を選択してデータサービス
を提供する。このような過程は、基地局１００から端末１５０にデータを伝送する下向き
チャネルだけでなく、端末１５０から基地局１００にデータを伝送する上向きチャネルに
も同一に適用される。
【０００５】
　基地局１００が伝送可能な送信ビーム１２０の方向の個数がＮであり、端末１５０が受
信可能な受信ビーム１７０の方向の個数がＭであると仮定する。この場合、最適の下向き
送受信方向を選択する最も簡単な方法は、基地局１００でＮ個の可能な送信方向それぞれ
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に少なくともＭ回以上あらかじめ約束された信号を伝送し、端末１５０がＮ個の送信ビー
ム１２０それぞれをＭ個の受信ビーム１７０を利用して受信するものである。
【０００６】
　このような方法によるとき、基地局１００は、特定の参照信号（Ｒｅｆｅｒｅｎｃｅ　
ｓｉｇｎａｌ）を少なくともＮ×Ｍ回伝送しなければならず、端末１５０は、前記参照信
号をＮ×Ｍ回受信して、その信号の受信強度を測定しなければならない。前記端末１５０
は、Ｎ×Ｍ回の測定値のうち最も強い測定値を示す方向の組合せを最適の送信ビーム方向
及び受信ビーム方向の組合せとして判断することができる。このように基地局１００が伝
送可能なすべての方向に信号を一度以上伝送する過程をビームスイーピング（ｂｅａｍｓ
ｗｅｅｐｉｎｇ）と言い、端末１５０が最適の送信ビーム方向及び受信ビーム方向の組合
せを選択する過程をビーム選択（ｂｅａｍ　ｓｅｌｅｃｔｉｏｎ）過程であると言う。こ
のような最適の下向き送信ビーム及び受信ビーム（以下、送信ビーム及び受信ビームと言
う）選択過程は、端末１５０から基地局１００にデータを伝送する上向き送受信過程でも
同一に適用される。
【０００７】
　一般的なセルラシステムにおいて基地局１００は、同期チャネル（Ｓｙｎｃ　ＣＨａｎ
ｎｅｌ：ＳＣＨ）や放送制御チャネル（Ｂｒｏａｄｃａｓｔ　ＣＨａｎｎｅｌ：ＢＣＨ）
のような共通制御チャネル（Ｃｏｍｍｏｎ　ｃｏｎｔｒｏｌ　ｃｈａｎｎｅｌ）を基地局
１００のカバレージ全域に送信する。また、基地局１００は、上向きアクセスチャネル（
Ｒａｎｄｏｍ　Ａｃｃｅｓｓ　ＣＨａｎｎｅｌ：ＲＡＣＨ）をカバレージ全域から受信し
なければならない。図１のように、ビームフォーミング技法を使用して通信を行うシステ
ムにおいて同期チャネルと放送制御チャネルを基地局１００のカバレージ全域に送信する
ためには、前記説明したビームスイーピング方式で前記チャネルを送信可能なすべての方
向に１回以上送信しなければならない。また、上向きアクセスチャネルを基地局１００の
カバレージ全域から受信するためには、ビームスイーピング方式で上向きアクセスチャネ
ルを受信可能なすべての方向から１回以上受信するように試みなければならない。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　本発明は、上述した問題点を解決するために提案されたものであって、その目的は、効
率的なビーム選択を行う上向きアクセス方法及び装置を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　上記目的を達成するために、本発明の一実施例による端末の上向きアクセス方法は、基
地局から同期チャネル、放送制御チャネル及び２次参照信号（または参照信号）を受信す
る過程と、前記同期チャネル、前記放送制御チャネル及び前記２次参照信号のうちいずれ
か１つ以上の受信結果を利用して上向きアクセス信号を送信する送信ビームを選択する過
程と、選択された送信ビームを利用して前記上向きアクセス信号を送信する過程と、前記
上向きアクセス信号に対する応答として前記基地局からアクセス応答と制御チャネル初期
設定情報を受信する過程とを含むことができる。
【００１０】
　上記目的を達成するために、本発明の一実施例による端末の連結設定方法は、アクセス
応答と制御チャネル初期設定情報を受信する過程と、前記受信した制御チャネル初期設定
情報を利用して上向き制御チャネルを送信する過程と、前記受信したアクセス応答に含ま
れたスケジューリング情報を利用して連結要請メッセージを送信する過程と、基地局から
競争解決及び連結設定関連メッセージを受信する過程とを含むことができる。
【００１１】
　上記目的を達成するために、本発明の一実施例による上向きアクセスを行う端末は、基
地局から同期チャネル、放送制御チャネル及び２次参照信号を受信する通信部と、前記同
期チャネル、前記放送制御チャネル及び前記２次参照信号のうちいずれか１つ以上の受信
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結果を利用して上向きアクセス信号を送信する送信ビームを選択する制御部とを含むこと
ができる。前記通信部は、選択された送信ビームを利用して前記上向きアクセス信号を送
信し、前記上向きアクセス信号に対する応答として前記基地局からアクセス応答と制御チ
ャネル初期設定情報を受信することができる。
【００１２】
　上記目的を達成するために、本発明の一実施例による連結設定を行う端末は、アクセス
応答と制御チャネル初期設定情報を受信し、前記受信した制御チャネル初期設定情報を利
用して上向き制御チャネルを送信し、前記受信したアクセス応答に含まれたスケジューリ
ング情報を利用して連結要請メッセージを送信し、基地局から競争解決及び連結設定関連
メッセージを受信する通信部を含むことができる。
【００１３】
　上記目的を達成するために、本発明の一実施例による基地局の上向きアクセス応答方法
は、端末から上向きアクセス信号を受信する段階と、前記上向きアクセス信号から最適の
下向き送信ビームに関する指示情報を獲得する最適送信ビーム獲得段階と、前記指示情報
によって選択された下向き送信ビームを通じて前記上向きアクセス信号に対する応答信号
を送信する応答信号送信段階とを含むことができる。
【００１４】
　上記目的を達成するために、本発明の一実施例による上向きアクセス応答を行う基地局
は、端末から上向きアクセス信号を受信する通信部と、前記上向きアクセス信号から最適
の下向き送信ビームに関する指示情報を獲得する制御部とを含むことができる。前記通信
部は、前記指示情報によって選択された下向き送信ビームを通じて前記上向きアクセス信
号に対する応答信号を送信することができる。
【００１５】
　上記目的を達成するために、本発明の一実施例による基地局の連結設定方法は、端末か
ら上向き制御チャネルと連結要請メッセージを受信する過程と、競争解決及び連結設定関
連メッセージを送信する過程とを含むことができる。
【００１６】
　上記目的を達成するために、本発明の一実施例による連結設定を行う基地局は、端末か
ら上向き制御チャネルと連結要請メッセージを受信し、競争解決及び連結設定関連メッセ
ージを送信する通信部を含むことができる。
【発明の効果】
【００１７】
　本発明の一実施例によれば、上向きアクセス過程で効率的なビーム選択を行うことがで
きる。
【図面の簡単な説明】
【００１８】
【図１】図１は、アレイアンテナを利用してビームフォーミングを提供する基地局１００
と端末１５０を示す図である。
【図２】図２は、本発明の一実施例によるビームフォーミングを使用する通信システムの
フレーム構造を示す図である。
【図３】図３は、本発明の一実施例による基地局がチャネルを送受信するのに使用する送
受信ビームを示す図である。
【図４ａ】図４ａは、本発明で提案する複数個のビーム幅を利用して同期チャネル、放送
制御チャネル及び下向き狭いビーム参照信号を送受信する過程を示す図である。
【図４ｂ】図４ｂは、本発明の一実施例による複数のビーム幅を利用する基地局が使用す
るフレーム構造を示す図である。
【図５ａ】図５ａは、本発明の一実施例による上向きアクセス信号の送受信過程を示す図
である。図５ａの過程は、図４ａの過程後に行われる。
【図５ｂ】図５ｂは、本発明の一実施例による複数のビーム幅を利用する基地局が使用す
るフレーム構造図である。



(7) JP 6321649 B2 2018.5.9

10

20

30

40

50

【図６】図６は、本発明の一実施例による狭い送信ビームのグループ情報を示す図である
。
【図７ａ】図７ａは、上向きアクセス信号を送受信した基地局４０１と端末４０５が当該
アクセス信号に対する応答信号を交換する過程を示す図である。
【図７ｂ】図７ｂは、本発明の一実施例によるアクセス応答信号を送受信する資源領域を
フレーム構造で示す図である。
【図８ａ】図８ａは、基地局４０１と端末４０５がアクセス手続で交換した情報を利用し
て連結を設定する過程を示す図である。
【図８ｂ】図８ｂは、図８の過程に使用される資源のフレーム構造図である。
【図９】図９は、本発明の一実施例による基地局４０１のアクセス応答過程の流れ図であ
る。
【図１０】図１０は、本発明の一実施例による端末４０５の上向きアクセス信号送信過程
の流れ図である。
【図１１】図１１は、本発明の一実施例による基地局４０１及び端末４０５のブロック構
成図である。
【発明を実施するための形態】
【００１９】
　以下、本発明の実施例を添付された図面を参照して詳細に説明する。
【００２０】
　実施例を説明するに際して、本発明の属する技術分野によく知られていて、本発明と直
接的に関連がない技術内容については、説明を省略する。これは、不要な説明を省略する
ことによって、本発明の要旨を不明にせず、さらに明確に伝達するためである。
【００２１】
　同様の理由で添付の図面において一部の構成要素は、誇張されるか、省略されるか、ま
たは概略的に図示された。また、各構成要素のサイズは、実際サイズを反映するものでは
ない。各図面において同一または対応の構成要素には、同一の参照番号を付与した。
【００２２】
　以下、本発明の実施例によって上向きアクセス方法及び装置を説明するための図面を参
照して本発明について説明する。
【００２３】
　前記ビームスイーピング方式で同期チャネルと放送制御チャネルを送信し、上向きアク
セスチャネルを受信するのに必要な送受信回数は、基地局のカバレージ内に存在する送信
ビーム及び受信ビームの数に比例する。したがって、放送類型チャネルとアクセスチャネ
ルの送受信オーバーヘッドを減らす最も簡単な方法は、さらに少ない数の送信ビーム及び
受信ビームで基地局のカバレージ全域を支援する方式である。このためには、各送信ビー
ム及び受信ビームのビーム幅（ｂｅａｍ　ｗｉｄｔｈ）が広いことが求められる。例えば
６０度のセクターを２つの送信または２つの受信ビームで支援するためには、各送信ビー
ム及び受信ビームの幅が略３０度にならなければならない。
【００２４】
　しかし、ビーム幅が増加するほど、一般的にビームフォーミング効果はそれに反比例し
て減少する。すなわち、ビーム幅が減少するほど、ビームフォーミングの効果はさらに高
くなる。ビームフォーミング効果を高めるために、ビーム幅を低減する場合、１つの基地
局領域を支援するために必要な送信ビーム及び受信ビームの数は、それによって増加し、
放送類型チャネルを送信するのに必要なオーバーヘッドは増加する。このようにビームフ
ォーミング効果と放送チャネル送信オーバーヘッドは、互いに交換的（ｔｒａｄｅ－ｏｆ
ｆ）関係を有している。
【００２５】
　このような問題を効果的に解決するために、放送チャネルを送信し、アクセスチャネル
を受信するのに使用するビーム幅とユーザデータを送受信するのに使用するビーム幅を多
元化する方案を使用することができる。例えば６０度セクターで放送チャネルを送信する
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ための送信ビームとして３０度のビーム幅を有する送信ビームを使用し、ユーザデータを
送信するための送信ビームとしては、１０度のビーム幅を有する送信ビームを使用するこ
とができる。前記例のように複数のビーム幅を使用する方式において比較的広いビーム幅
を有する送信ビームを広いビーム（Ｗｉｄｅ　ｂｅａｍ）あるいは太いビーム（ｃｏａｒ
ｓｅ　ｂｅａｍ）と言う。反対に、比較的狭いビーム幅を有する送信ビームを狭いビーム
（Ｎａｒｒｏｗ　ｂｅａｍ）あるいは細いビーム（ｆｉｎｅ　ｂｅａｍ）と呼ぶ。
【００２６】
　このように複数のビーム幅を使用するビームフォーミングシステムにおいてデータ送受
信を開始するためには、まず、広いビームを利用して同期チャネル及び放送制御チャネル
を送受信する過程が行われる。そして、広いビームを利用して上向きアクセス手続を行う
過程を通じて広いビームのうち最適の送信ビーム及び受信ビームを選択（広いビーム選択
過程）する過程が行われる。その後、最適の狭いビームを選択する追加的な過程（狭いビ
ーム選択過程）を通じて最終的にデータ送受信に使用する狭いビームを選択することがで
きる。このように２回のビーム選択過程を通じてデータ送受信に使用するビームを決定す
る手続は、データチャネル設定において遅延をもたらし、信号送受信手続を互いに異なる
ビーム幅を利用して行うので、システムの複雑性を誘発する。
【００２７】
　本明細書では、複数のビーム幅を使用してビームフォーミングを行うシステムにおいて
送信機と受信機が通信チャネルを設定するにあたって効率的なビーム選択過程を提案する
。
【００２８】
　また、本明細書では、１つ以上のビーム幅を有する送受信ビームを利用して上向きアク
セス手続と連結設定手続を効率的に行う方案を提案する。
【００２９】
　また、本明細書では、上向きアクセスチャネルを通じてアクセス信号を送受信するとき
と上向きアクセスに対する応答信号あるいは連結設定メッセージを送受信するとき、互い
に異なるビーム幅を有する送受信ビームを使用する方案を提案する。
【００３０】
　また、本明細書では、上向きアクセス信号を送受信した後、連結設定過程で使用する上
／下向き制御チャネルの初期設定情報をアクセス応答信号とともに伝達する方案を提案す
る。
【００３１】
　また、本明細書では、連結設定過程を通じて端末にチャネル設定を完了するとき、新し
い制御チャネル情報を設定する方案を提案する。
【００３２】
　また、本明細書では、基地局が広い送信ビームを利用して送信した同期チャネル、放送
制御チャネルと狭い送信ビームを利用して送信した狭いビーム参照信号を端末が複数の受
信ビームを利用して受信し、前記情報を利用して上向きアクセス信号を効率的に送信する
方案を提案する。
【００３３】
　また、本明細書では、前記端末が上向きアクセス信号を送信するとき、最適の下向き広
いビーム情報や最適の下向き狭いビームグループの情報を含む方法を提案する。
【００３４】
　また、本明細書では、前記端末がアクセス応答を受信した後、アクセス応答信号ととも
に送信された上向き送受信ビーム情報と制御チャネル初期設定情報を利用して具体的な下
向きビーム情報とチャネル情報を追加的に送信する方案を提案する。
【００３５】
　図２は、本発明の一実施例によるビームフォーミングを使用する通信システムのフレー
ム構造を示す図である。図２を参照すれば、１つのフレームは、多数のサブフレーム（ｓ
ｕｂｆｒａｍｅ）を含み、前記サブフレームは、下向きリンク（ＤＬ：ｄｏｗｎｌｉｎｋ
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）区間及び上向きリンク（ＵＬ：ｕｐｌｉｎｋ）区間に区分される。図２では、前記下向
きリンク区間及び前記上向きリンク区間が時間軸を基準に区分される。但し、本発明の変
形例によれば、前記下向きリンク区間及び前記上向きリンク区間は、周波数軸を基準に区
分されることができる。ここで、前記下向きリンク区間の一部は、同期／放送チャネル区
間２１０で定義される。前記同期／放送チャネル区間２１０は、基地局と端末との間の同
期信号を伝送する同期チャネル（ＳＣＨ；Ｓｙｎｃ　ｃｈａｎｎｅｌ）区間と基地局のカ
バレージ全域に伝送しなければならない制御情報を放送する放送制御チャネル（ＢＣＨ；
Ｂｒｏａｄｃａｓｔ　ＣＨａｎｎｅｌ）区間を含む。また、前記下向きリンク区間の一部
は、下向き狭い送信ビームに対する参照信号（Ｎａｒｒｏｗ　ｂｅａｍ　ｒｅｆｅｒｅｎ
ｃｅ　ｓｉｇｎａｌ：ＮＢ－ＲＳ）を送信する区間２２０で定義される。図２のフレーム
構造で上向きリンクの一部区間は、上向き制御信号を伝送する上向きリンク制御ブロック
（Ｕｐｌｉｎｋ　ｃｏｎｔｒｏｌ　ｂｌｏｃｋ）２３０として使用される。前記上向きリ
ンク制御ブロック２３０には、上向きアクセス信号や下向きチャネル状態情報（Ｃｈａｎ
ｎｅｌ　ｑｕａｌｉｔｙ　ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎ）、下向き最適狭いビーム情報、下向
き複合再伝送（Ｈｙｂｒｉｄ　ＡＲＱ：ＨＡＲＱ）応答信号などが伝送される。
【００３６】
　図３は、本発明の一実施例による基地局がチャネルを送受信するのに使用する送受信ビ
ームを示す図である。本実施例によれば、基地局３００は、下向き同期チャネル及び下向
き放送制御チャネルを、比較的広いビーム幅を有する広いビームＷＢ１、ＷＢ２、ＷＢ３
、ＷＢ４を利用して送信する。基地局３００は、下向き狭いビーム参照信号ＮＢ－ＲＳや
下向きデータチャネルを、比較的狭いビーム幅を有する狭いビームＮＢ１ａ、ＮＢ１ｂ、
ＮＢ１ｃ、ＮＢ１ｄ、ＮＢ１ｅを利用して送信する。また、基地局３００は、上向きアク
セス信号を下向き同期チャネル及び下向き放送制御チャネルと同一の広いビームＷＢ１、
ＷＢ２、ＷＢ３、ＷＢ４あるいは下向きデータチャネルと同一の狭いビームＮＢ１ａ、Ｎ
Ｂ１ｂ、ＮＢ１ｃ、ＮＢ１ｄ、ＮＢ１ｅを利用して受信する。基地局３００は、上向きデ
ータチャネルを、下向きデータチャネルと同一の狭いビーム幅を有する狭いビームＮＢ１
ａ、ＮＢ１ｂ、ＮＢ１ｃ、ＮＢ１ｄ、ＮＢ１ｅを利用して受信する。
【００３７】
　図３を参照した実施例において、基地局が下向き信号送信に使用するビーム幅と上向き
信号受信に使用するビーム幅が同一のものと説明した。但し、変形例によれば、下向きリ
ンクと上向きリンクに互いに異なるビーム幅を有する互いに異なる送受信ビームを使用し
てもよい。
【００３８】
　本発明の一実施例によれば、アクセス応答信号を通じて設定される初期上／下向き制御
チャネルは、端末間の競争（ｃｏｎｔｅｎｔｉｏｎ）が発生し得るチャネルである。した
がって、複数の端末が同一の制御チャネルを使用する場合、当該チャネルが正確に受信さ
れないことがある。以下では、連結設定過程を通じて端末にチャネル設定を完了するとき
、競争がない新しい制御チャネル情報を設定する方案を提案する。
【００３９】
　本発明の一実施例によれば、基地局が同期チャネルと放送制御チャネルを広いビームを
利用して送信し、下向き狭いビームに対する参照信号を狭いビームを利用して送信し、上
向きアクセスチャネルは、広いビームあるいは狭いビームを利用して受信する。また、本
発明の一実施例によれば、前記基地局は、上向きアクセスチャネルに含まれた最適の下向
き広いビーム情報や狭いビームグループ情報を利用して上向きアクセスに対する応答を伝
送するのに使用する下向き狭いビームあるいは下向き広いビームを選択することができる
。また、本発明の一実施例によれば、前記アクセス応答に最適の上向き狭いビーム情報と
連結設定過程で使用する上・下向き制御チャネルの初期設定情報が含まれる。また、本発
明の一実施例によれば、前記基地局は、連結設定過程を通じて端末にチャネル設定を完了
するとき、競争がない新しい制御チャネル情報を設定することができる。
【００４０】
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　また、本発明の一実施例において、端末は、基地局が広い送信ビームを利用して送信し
た同期チャネル、放送制御チャネルと狭い送信ビームを利用して送信した狭いビーム参照
信号を複数の受信ビームを利用して受信することができる。端末は、前記情報を利用して
上向きアクセス信号を効率的に送信することができる。また、本発明の一実施例によれば
、前記端末は、上向きアクセス信号に最適の下向き広いビーム情報や最適の下向き狭いビ
ームグループの情報を含ませることができる。本発明の一実施例によれば、前記端末は、
アクセス応答を受信した後、アクセス応答信号とともに送信された上向き送受信ビーム情
報と制御チャネル初期設定情報を利用して具体的な下向きビーム情報とチャネル情報を追
加に送信することができる。
【００４１】
　図４ａは、本発明で提案する複数個のビーム幅を利用して同期チャネル、放送制御チャ
ネルと下向き狭いビーム参照信号を送受信する過程を示す図である。
【００４２】
　図４ａを参照すれば、基地局４０１は、段階４０２で、広い送信ビームを利用して同期
チャネルと主放送制御チャネル（Ｐｒｉｍａｒｙ　ＢＣＨ；Ｐ－ＢＣＨ）を基地局全域に
複数の送信ビームを利用して複数回繰り返して送信する。基地局４０１は、段階４０３で
、副放送制御チャネル（Ｓｅｃｏｎｄａｒｙ　ＢＣＨ；Ｓ－ＢＣＨ）を基地局全域に複数
の送信ビームを利用して複数回繰り返して送信する。また、前記基地局４０１は、段階４
０４で、複数の狭い送信ビームを利用して狭いビーム参照信号（ＮＢ－ＲＳ）を基地局全
域に複数回繰り返して送信する。ここで、Ｐ－ＢＣＨ及びＳ－ＢＣＨを合わせて、放送制
御チャネル（ＢＣＨ；Ｂｒｏａｄｃａｓｔ　ｃｏｎｔｒｏｌ　ＣＨａｎｎｅｌ）と称する
。
【００４３】
　図４ａの過程で、端末４０５は、段階４０６で、前記同期チャネルを複数の受信ビーム
を利用して受信するように試み、これを通じて基地局と同期を設定する。端末４０５は、
また、複数の受信ビームを利用して主放送制御チャネルの受信を試みる。端末４０５は、
また、段階４０７で、副放送制御チャネルの受信を試みて、システム関連情報を獲得する
。前記端末４０５は、段階４０６で、前記複数の受信ビームを利用して同期チャネル及び
放送制御チャネルの受信を試みる過程で各広いビームで送信された同期チャネル及び放送
制御チャネルの各受信ビーム別に受信性能を判断する。それによって、端末４０５は、様
々な広い送信ビームのうち最適の下向き広い送信ビームと前記最適下向き広い送信ビーム
に関連した最適の受信ビームを選択することができる。前記端末４０５は、段階４０７の
副放送制御チャネル受信過程で段階４０６を通じて選択された最適の受信ビームのみを利
用して基地局４０１が送信した副放送制御チャネルを受信することができる。
【００４４】
　その後、端末４０５は、段階４０８または段階４０９で、基地局４０１が狭いビームで
送信する狭いビーム参照信号（段階４０４）を、複数の受信ビームを利用して受信するよ
うに試みる。前記端末４０５は、段階４０９で、すべての受信ビームを利用して狭いビー
ム参照信号を１回以上受信するように試みることができる。また、前記端末４０５は、段
階４０８で同期チャネルと放送制御チャネルの受信過程で測定された広いビームの受信性
能に基づいて受信ビームのうち比較的優れた受信性能を示す一部のみを使用して狭いビー
ム参照信号を受信するように試みることができる。段階４０８及び段階４０９は、２つの
うち１つの過程だけが選択的に適用されることができる。基地局４０１が送信した狭いビ
ーム参照信号を受信した端末４０５は、狭いビーム参照信号の受信性能に基づいて様々な
狭いビームのうち最適の狭い送信ビームとそれに関連した最適の受信ビームを選択するこ
とができる。
【００４５】
　図４ｂは、本発明の一実施例による複数のビーム幅を利用する基地局が使用するフレー
ム構造を示す図である。
【００４６】
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　図４ａの４０２段階で、広い送信ビームを利用して送信される同期チャネルと主放送制
御チャネルは、図４ｂのフレーム構造で基地局と端末との間にあらかじめ定められたＳＣ
Ｈ／Ｐ－ＢＣＨ領域４１０を通じて送信される。
【００４７】
　また、図４ａの４０３段階で、広い送信ビームを利用して送信される副放送制御チャネ
ルは、図４ｂのフレーム構造でＳ－ＢＣＨ領域４１２を通じて送信される。Ｓ－ＢＣＨ領
域４１２は、基地局４０１と端末４０５との間にあらかじめ定められるか、または基地局
の動的なスケジューリングによって指示される。前記Ｓ－ＢＣＨ領域４１２の位置が動的
に定められる場合、当該情報は、ＳＣＨ／Ｐ－ＢＣＨ領域４１０の主放送制御チャネルを
通じて端末４０５に伝達されるか、またはスケジューリングチャネル（ＰＤＣＣＨ）を通
じて端末４０５に伝達される。図４ａの段階４０４で、複数の狭い送信ビームを利用して
送信される狭いビーム参照信号（ＮＢ－ＲＳ）は、図４ｂのフレーム構造でＮＢ－ＲＳ領
域４１１を通じて送信される。ＮＢ－ＲＳ領域４１１は、基地局４０１と端末４０５の間
にあらかじめ定められたサブフレーム内の領域や動的なスケジューリングによって指示さ
れる領域である。前記ＮＢ－ＲＳ領域４１１の位置が動的に決定される場合、当該情報は
、ＳＣＨ／Ｐ－ＢＣＨ領域４１０あるいはＳ－ＢＣＨ領域４１２の放送制御チャネルを通
じて端末４０５に伝達される。
【００４８】
　図５ａは、本発明の一実施例による上向きアクセス信号の送受信過程を示す図である。
図５ａの過程は、図４ａの過程後に行われる。
【００４９】
　図５ｂは、本発明の一実施例による複数のビーム幅を利用する基地局が使用するフレー
ム構造図である。
【００５０】
　図５ａを参照すれば、基地局４０１は、段階５０２で、複数の広い受信ビームを利用し
てフレーム構造で予備された資源領域であるアップリンク制御ブロック（ＵＬ－ＣＢＬＫ
）５０７を通じて上向きアクセス信号の受信を試みる。また、他の方法として、前記基地
局は、段階５０３で、複数の狭い受信ビームを利用して前記上向きアクセス信号の受信を
試みることができる。段階５０２及び段階５０３は、２つのうち１つだけが選択的に行わ
れることができる。
【００５１】
　図５ａの実施例において、複数の広い受信ビームあるいは複数の狭い受信ビームを利用
して上向きアクセス信号の受信を試みた基地局４０１は、様々な方向に受信された上向き
アクセス信号の受信性能に基づいて上向きリンクに対して最適の送信ビームとそれに関連
した最適の広い受信ビームあるいは狭い受信ビームを判断することができる。
【００５２】
　図５ａの実施例において、端末４０５は、段階５０５あるいは段階５０６で、アップリ
ンク制御ブロック５０７を通じて上向きアクセス信号を１つ以上の送信ビームを利用して
１つ以上の受信ビームの方向に繰り返して送信する。段階５０６で、端末４０５は、送信
可能なすべての送信ビームを使用することができる。端末４０５は、段階５０５で、送信
可能な送信ビームのうち選択された一部の送信ビームだけを使用することができる。段階
５０５及び段階５０６は、２つのうち１つだけが選択的に行われる。前記段階５０５及び
段階５０６で、上向きアクセスに使用する上向き送信ビームと対象受信ビームを決定する
ために、図４ａの過程で選択した最適の下向き広い送信ビーム及び最適の下向き狭い送信
ビームとそれに関連した受信ビームの情報が活用される。本実施例において、前記端末４
０５は、上向きアクセス信号を複数回送信するとき、当該アクセス信号に最適の下向き広
い送信ビームの指示情報や最適の下向き狭い送信ビームのグループの指示情報を含んで送
信する。
【００５３】
　図５ａの段階５０５または段階５０６で、端末４０５が送信する上向きアクセス信号が
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送信されるＵＬ－ＣＢＬＫ領域５０７は、基地局４０１と端末４０５との間にあらかじめ
定められるか、または基地局４０１の動的なスケジューリングによって指示される。前記
ＵＬ－ＣＢＬＫ領域５０７の位置が動的に決定される場合、当該位置に対する情報は、放
送制御チャネルを通じて端末に伝達される。
【００５４】
　図６は、本発明の一実施例による狭い送信ビームのグループ情報を示す図である。図６
の実施例では、複数の狭いビームＮＢ１～ＮＢ２４を複数のグループＮＢ　ｇｒｏｕｐ　
１～ＮＢｇｒｏｕｐ　６にまとめて取り扱う。それによって、狭い送信ビームＮＢ１～Ｎ
Ｂ２４に対する指示情報を交換するのに消耗するオーバーヘッドを低減することができる
。図６の例で、基地局が使用できる全体２４個の狭いビームＮＢ１～ＮＢ２４は、４個ず
つまとめて６個の狭いビームグループＮＢ　ｇｒｏｕｐ　１～ＮＢ　ｇｒｏｕｐ　６に含
まれる。前記狭いビームグループＮＢ　ｇｒｏｕｐ　１～ＮＢ　ｇｒｏｕｐ　６に対する
詳細な情報は、図４ａ及び図４ｂの下向き放送制御チャネル４１０または４１２を通じて
基地局４０１と端末４０５との間にあらかじめ共有される。
【００５５】
　図７ａは、上向きアクセス信号を送受信した基地局４０１と端末４０５が当該アクセス
信号に対する応答信号を交換する過程を示す図である。
【００５６】
　図７ｂは、本発明の一実施例によるアクセス応答信号を送受信する資源領域をフレーム
構造で示す図である。
【００５７】
　図５ａの手続で、端末４０５が一度以上送信したアクセス信号を基地局４０１が受信す
る。アクセス信号を受信した基地局４０１は、当該アクセス信号に含まれた最適の下向き
広い送信ビームを指示する情報や最適の下向き狭い送信ビームグループの指示情報を利用
して段階７０２あるいは段階７０３でアクセス信号に対する応答信号を送信するのに使用
する１つ以上の下向き狭い送信ビームあるいは下向き広い送信ビームを判断することがで
きる。
【００５８】
　図６のように、複数の狭いビームを１つのグループで定義した場合、基地局４０１は、
最適の狭い送信ビームグループの指示情報を受信することができる。最適の狭い送信ビー
ムグループ指示情報を受信した基地局４０１は、段階７０２で、当該グループに属する狭
いビームのうち１つ以上の狭いビームを選択し、上向きアクセス信号に対する応答信号を
送信することができる。また、変形例によれば、前記基地局４０１は、受信した前記最適
の狭い送信ビームグループ指示情報を利用してその狭い送信ビームグループに対応する下
向き広い送信ビームを選択し、段階７０３で、上向きアクセス信号に対する応答信号を端
末４０５に送信することができる。段階７０２及び段階７０３は、２つのうちいずれか１
つだけが選択的に行われてもよい。
【００５９】
　また、本発明の変形例によれば、基地局４０１は、最適の下向き広い送信ビームの指示
情報を利用してアクセス信号に対する応答信号を送信するのに使用する下向き狭い送信ビ
ームの範囲を判断することができる。このために、本変形例では、広い送信ビームと狭い
送信ビームとの間に１対ｎの対応関係を設定する。このような対応関係を定義する簡単な
方法は、１つの広い送信ビームと前記広い送信ビームが送信される領域（あるいは方向）
に送信されるすべての狭い送信ビームを対応させるものである。例えば、図３の広い送信
ビーム（ＷＢ１）と同一の方向に送信されるすべての狭い送信ビームＮＢ１ａ、ＮＢ１ｂ
、ＮＢ１ｃ、ＮＢ１ｄ、ＮＢ１ｅとの間に対応関係を定義することができる。図３の例で
は、広い送信ビームＷＢ１と同様に、他の広い送信ビームＷＢ２に対してそれぞれ狭い送
信ビームＮＢ２ａ～ＮＢ２ｅ、広い送信ビームＷＢ３に対して狭い送信ビームＮＢ３ａ～
ＮＢ３ｅ、広い送信ビームＷＢ４に対して狭い送信ビームＮＢ４ａ～ＮＢ４ｅとそれぞれ
対応関係が定義される。狭い送信ビームＮＢ２ａ～ＮＢ２ｅ、狭い送信ビームＮＢ３ａ～
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ＮＢ３ｅ及び狭い送信ビームＮＢ４ａ～ＮＢ４ｅは、図３で省略された。
【００６０】
　本実施例で前記最適の広い送信ビームの指示情報を受信した基地局４０１は、当該広い
送信ビームに対応する狭い送信ビームのうち１つ以上の狭い送信ビームを選択し、上向き
アクセス信号に対する応答信号を端末４０５に送信する。また、本発明の変形例によれば
、最適の下向き広い送信ビームの情報を受信した基地局４０１は、段階７０３で、その最
適の下向き広い送信ビームを利用してアクセス信号に対する応答信号を端末４０５に送信
することができる。
【００６１】
　図７ａの段階７０２あるいは段階７０３の過程で送信される前記アクセス応答信号には
、端末４０５がアクセス以後の手続で使用する臨時識別子（Ｔｅｍｐｏｒａｒｙ　ＩＤ：
ＴＩＤ）と図５ａの過程で判断した最適の上向き送信ビームに対する情報、アクセス応答
手続に引き続くチャネル設定過程で使用する制御チャネル初期設定情報とチャネル設定過
程で使用する資源に対するスケジューリング情報、またはこれらのうち一部が含まれる。
また、前記情報の全部あるいは一部は、アクセス応答信号に含まれず、別途の信号として
アクセス応答信号とともにまたは別に送信される。
【００６２】
　本実施例でアクセス応答信号あるいは別途の信号を通じて設定される初期上・下向き制
御チャネルは、端末４０５間の競争（ｃｏｎｔｅｎｔｉｏｎ）が発生し得るチャネルであ
る。したがって、複数の端末４０５が同一の制御チャネルを使用する場合、そのチャネル
が正確に受信されないことがある。
【００６３】
　図７ａの段階７０７で、端末４０５は、１つ以上の下向き狭い送信ビームあるいは最適
の下向き広い送信ビームを利用して送信される下向きアクセス応答信号の受信を試みる。
前記段階７０７で、端末４０５は、図４ａの手続で決定した最適の受信ビームを利用して
前記下向きアクセス応答信号を受信することができる。前記手続で、端末４０５は、１回
以上送信された下向きアクセス応答信号を１回以上受信して結合する手続を通じてアクセ
ス応答信号の受信性能を向上させることができる。
【００６４】
　本実施例でアクセス応答信号を受信した前記端末４０５は、当該アクセス応答信号に含
まれるかあるいは別途の信号として一緒に送信された制御チャネル設定情報を利用して設
定された制御チャネルを通じて制御信号を周期的あるいは非周期的に基地局に送信し、基
地局から受信することができる。前記制御信号には、下向き最適の狭い送信ビームを含む
下向き狭い送信ビームに対する情報、下向き狭い送信ビームのチャネル状態情報（ＣＳＩ
；Ｃｈａｎｎｅｌ　Ｓｔａｔｕｓ　Ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎ）、上向きチャネルに対する
参照信号（ＵＬ　ｓｏｕｎｄｉｎｇ　ｒｅｆｅｒｅｎｃｅ　ｓｉｇｎａｌ）、上・下向き
データ送受信のための複合再伝送（ＨＡＲＱ）応答信号などが含まれる。
【００６５】
　図７ａの段階７０８で、前記端末４０５は、段階７０７で受信した制御チャネル設定情
報を通じて設定された資源領域で、段階７０７で受信した最適の上向き送信ビーム情報に
対応する上向き送信ビームを通じて下向き最適の狭い送信ビーム（Ｂｅｓｔ　ｂｅａｍ）
に対する情報、下向き送信ビームのチャネル状態情報（ＣＳＩ；Ｃｈａｎｎｅｌ　Ｓｔａ
ｔｕｓ　Ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎ）などを基地局４０１に送信することができる。また、
段階７０９で、前記端末４０５は、段階７０７で受信した制御チャネル設定情報のうち、
上向き参照信号（ＵＬ　ｓｏｕｎｄｉｎｇ　ｒｅｆｅｒｅｎｃｅ　ｓｉｇｎａｌ）送信の
ための資源領域で上向きチャネルに対する参照信号を基地局４０１に送信することができ
る。段階７０９で、端末４０５が送信する上向きチャネルに対する参照信号は、上向き送
受信ビームの組合せのうち最善の組合せを判断し、その送受信ビーム組合せに対する受信
性能を測定値に使用する信号である。端末４０５と基地局４０１は、当該信号を存在する
送受信ビーム組合せそれぞれに対して１回以上送信及び受信しなければならない。
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【００６６】
　図７ａの段階７０４で、前記基地局４０１は、段階７０２あるいは段階７０３で送信し
た制御チャネル設定情報を通じて設定された資源領域で端末が送信した上向き制御チャネ
ルを図５ａの過程で判断した最適の上向き狭い受信ビームあるいはその受信ビームの隣接
受信ビームを利用して受信することができる。また、段階７０５で、前記基地局４０１は
、段階７０４と同様に、端末４０５が送信した制御チャネルのうち一部を基地局４０１の
すべての狭い受信ビームを利用して受信するように試みることができる。また、変形例に
よれば、段階７０４及び段階７０５で、基地局４０１は、図５ａの過程で判断した最適の
広い受信ビームを使用して端末が送信した上向き制御チャネルを受信することができる。
【００６７】
　図７ｂは、本発明の一実施例によるアクセス応答信号を送受信する資源領域を示す図で
ある。前記アクセス応答信号は、図７ｂの下向きスケジューリング領域７１５を通じて送
信されるか、あるいはあらかじめ下向き制御信号領域（ＤＬＣＢ：Ｄｏｗｎｌｉｎｋ　ｃ
ｏｎｔｒｏｌ　ｂｌｏｃｋ）に予備された資源領域７１６を利用して送信される。また、
その送信時点は、上向きアクセス信号を受信した時点に対して特定時点であらかじめ決定
されるか、あるいはアクセス信号を送受信した時点であらかじめ定義された時間範囲（Ｔ
ｉｍｅ　ｗｉｎｄｏｗ）内で送信される。前記アクセス応答が送受信される資源領域やそ
の送受信時点情報は、図４ａ及び図４ｂの下向き放送制御チャネル４１０または４１２を
通じて基地局４０１と端末４０５との間にあらかじめ共有される。
【００６８】
　図８ａは、基地局４０１と端末４０５がアクセス手続で交換した情報を利用して連結を
設定する過程を示す図である。
【００６９】
　図７ａを参照して上述したように、端末４０５は、アクセス応答信号を送受信する過程
を通じて最適の上向き送信ビームに対する情報と上向きメッセージ送信のための資源をス
ケジューリングされる。その後、 端末４０５は、段階８０５で当該資源領域で当該送信
ビームを利用してアクセス以後連結設定に必要な連結要請メッセージを送信する。本実施
例で、端末４０５は、図４ａの手続で判断した最適の下向き狭い送信ビームとその送信ビ
ームの受信性能情報、あるいはその情報の一部を前記連結要請メッセージに一緒に含んで
送信する。前記最適の下向き狭い送信ビームとその送信ビームの受信性能情報あるいはそ
の情報の一部を含む連結要請メッセージは、複合再伝送（ＨＡＲＱ：ｈｙｂｒｉｄ　Ａｕ
ｔｏｍａｔｉｃ　ｒｅｔｒａｎｓｍｉｔ　ｒｅｑｕｅｓｔ）技法を利用して基地局４０１
に１回以上繰り返して送信される。前記端末４０５は、前記複合再伝送のための応答信号
（ＨＡＲＱ　ｆｅｅｄｂａｃｋ）を端末４０５が前記連結要請メッセージを送信した上向
き資源領域に対応するあらかじめ定められた下向き資源領域で受信するか、あるいは図７
ａのアクセス応答信号とともに受信した下向き制御チャネル設定情報に対応される資源領
域で受信することができる。
【００７０】
　上述したように、基地局４０１は、図７ａのアクセス応答信号送受信過程で上向きメッ
セージ送信のための資源をスケジューリングする。その後、段階８０２で、基地局４０１
は、当該資源領域で上向き連結要請メッセージを受信する。この際、図５ａの過程で判断
した最適の上向き狭い受信ビームあるいはその受信ビームの隣接受信ビームが利用される
。また、変形例によれば、段階８０２で、基地局４０１は、図５ａの過程で判断した最適
の広い受信ビームを使用して端末が送信した上向き連結要請メッセージを受信することが
できる。前記上向き連結要請メッセージは、最適の下向き狭い送信ビームとその送信ビー
ムの受信性能情報を含むことができ、前記基地局４０１は、前記上向き連結要請メッセー
ジを通じて最適の下向き狭い送信ビームとその送信ビームの受信性能を判断することがで
きる。前記連結要請メッセージは、複合再伝送技法を利用して１回以上繰り返して送受信
され、複合再伝送に対する応答信号（ＨＡＲＱ　ｆｅｅｄｂａｃｋ）は、端末４０５が前
記メッセージを送信した上向き資源領域に対応されるあらかじめ定められた下向き資源領
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域で送信されるか、あるいは図７ａのアクセス応答信号とともに基地局が送信した下向き
制御チャネル設定情報に対応する資源領域で送信される。
【００７１】
　上向き連結要請メッセージを受信した基地局４０１は、段階８０３で、様々な端末間の
競争解決（Ｃｏｎｔｅｎｔｉｏｎ　ｒｅｓｏｌｕｔｉｏｎ）手続を行い、連結設定過程を
仕上げることができる。基地局４０１は、競争解決過程を通じて複数の端末のうち最終的
にアクセスが認可された端末４０５を選択することができ、その端末４０５に対して物理
階層、ＭＡＣ階層及びサービス関連設定情報を伝達することができる。前記物理階層及び
ＭＡＣ階層関連設定情報には、競争がない新しい制御チャネル情報が含まれる。
【００７２】
　前記競争解決手続のために、８０３段階で、基地局４０１が送信するメッセージは、先
立って連結要請メッセージとともに受信した最適の下向き狭い送信ビーム指示情報及び当
該送信ビームの受信性能情報を利用して選択された下向き狭い送信ビームを通じて伝達す
ることができる。または、基地局４０１は、図７ａの過程で受信した上向き制御チャネル
の情報を利用して選択された狭い送信ビームを利用して前記端末４０５にメッセージを送
信することができる。また、前記競争解決手続のためのメッセージは、複合再伝送技法を
利用して１回以上繰り返して送受信される。
【００７３】
　前記端末４０５は、８０６段階で、競争解決手続を通じてアクセスを最終的に認可され
る。端末４０５は、物理階層、ＭＡＣ階層及びサービス関連設定情報を受信して連結を設
定し、連結状態に進入することができる。前記物理階層及びＭＡＣ階層関連設定情報には
、競争がない新しい制御チャネル情報が含まれる。前記競争解決手続のためのメッセージ
は、複合再伝送技法を利用して１回以上繰り返して送受信される。複合再伝送に対する応
答信号（ＨＡＲＱ　ｆｅｅｄｂａｃｋ）は、基地局４０１が前記メッセージを送信した下
向き資源領域に対応されるあらかじめ定められた上向き資源領域で送信されるか、あるい
は図７ａのアクセス応答信号とともに受信した上向き制御チャネル情報に対応される資源
領域で送信される。
【００７４】
　図８ｂは、図８ａの過程に使用される資源のフレーム構造図である。ＰＤＣＣＨ領域８
０７、アップリンク領域８０８、ダウンリンク領域８１１、アップリンク制御ブロック８
１０、ダウンリンク制御ブロック８０９などが示された。
【００７５】
　図９は、本発明の一実施例による基地局４０１のアクセス応答過程の流れ図である。前
記基地局４０１は、９０１段階で、図４ａを参照して上述したように同期チャネル及び放
送制御チャネルを１つ以上の広い送信ビームを利用して各広い送信ビームに対して一度以
上伝送する。前記放送制御チャネルを通じて伝送される情報には、主放送制御チャネル、
副放送制御チャネルが送信される時点情報及び資源情報、下向き狭いビーム参照信号が送
信される時点情報及び資源情報、上向きアクセス信号の送信のために予備された資源情報
、アクセス応答信号の送信時点情報及び資源情報、その他、上・下向き制御信号領域の設
定情報などが含まれる。
【００７６】
　その後、９０２段階で、前記基地局４０１は、図４ａを参照して上述したように段階９
０１の放送制御チャネルを通じて公知した伝送時点で下向き狭い送信ビームを利用して２
次参照信号（狭いビーム参照信号）を伝送する。以下で、狭い送信ビームを利用して送信
される参照信号を２次参照信号と称する。しかし、これによって本明細書の権利範囲が制
限されるものではない。その後、９０３段階で、基地局４０１は、図４ａを参照して上述
したように、１つ以上の広い受信ビームあるいは狭い受信ビームを利用して端末４０５が
伝送した上向きアクセス信号の受信を試みる。
【００７７】
　９０４段階で、基地局４０１は、上向きアクセス信号が感知されるかを判断する。上向
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きアクセス信号が感知されない場合、段階９０５～段階９０８の過程は行われない。アク
セス信号が感知される場合、前記基地局４０１は、９０５段階で、上向きアクセス信号に
含まれた最適の下向き広い送信ビーム情報や最適の下向き狭い送信ビームグループの情報
を利用してアクセス応答信号を送信するのに使用する１つ以上の下向き狭い送信ビームあ
るいは下向き広い送信ビームを判断し、これを利用してアクセス応答信号を伝送すること
ができる。９０５段階で、アクセス応答信号を送信するのに使用する送信ビームを決定し
た基地局４０１は、前記送信ビームを利用してアクセス応答信号を伝送する。前記アクセ
ス応答信号には、端末４０５がアクセス以後の手続で使用する臨時識別子（Ｔｅｍｐｏｒ
ａｒｙ　ＩＤ：ＴＩＤ）と最適の上向き送信ビームに対する情報、アクセス応答手続に引
き続くチャネル設定過程で使用する制御チャネル初期設定情報とチャネル設定過程で使用
する資源に対するスケジューリング情報、あるいはこれらのうち一部が含まれる。また、
前記情報の全部あるいは一部は、アクセス応答信号に含まれず、別途の信号としてアクセ
ス応答信号とともにまたは別に送信される。
【００７８】
　その後、９０６段階で、前記基地局４０１は、９０５段階の制御チャネル設定情報と最
適の上向き送信ビームを利用して端末４０５が送信した上向き制御チャネルの受信を試み
る。前記上向き制御チャネルを通じて送信される情報には、最適の下向き狭い送信ビーム
を含む下向き狭い送信ビームに対する指示情報、下向き狭い送信ビームのチャネル状態情
報（ＣＳＩ：Ｃｈａｎｎｅｌ　Ｓｔａｔｕｓ　Ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎ）、上向きチャネ
ルに対する参照信号（ＵＬ　ｓｏｕｎｄｉｎｇ　ｒｅｆｅｒｅｎｃｅ　ｓｉｇｎａｌ）な
どが含まれる。前記基地局４０１は、９０６段階の動作を通じて以後連結設定過程で使用
する最適の下向き狭い送信ビームとその送信ビームの受信性能を判断することができる。
【００７９】
　その後、前記基地局４０１は、９０７段階で、端末が伝送した連結要請メッセージを複
合再伝送技法を利用して受信することができる。９０８段階で、基地局４０１は、連結要
請メッセージに対する応答として競争解決及び連結設定関連メッセージを複合再伝送技法
を利用して送信し、信号送受信動作を終了する。前記９０８段階の連結設定メッセージに
は、競争がない新しい制御チャネル関連設定情報が含まれる。前記９０７段階で、端末４
０５が伝送した連結要請メッセージは、最適の下向き狭い送信ビームの指示情報とその送
信ビームの受信性能に対する情報を含むことができる。また、９０７段階及び９０８段階
で、前記複合再伝送動作に使用される複合、再伝送応答信号（ＨＡＲＱ　ｆｅｅｄｂａｃ
ｋ）は、前記メッセージを送受信した上／下向き資源領域に対応するあらかじめ定められ
た上／下向き資源領域で送信されるか、あるいは９０５段階でアクセス応答信号とともに
送信した制御チャネル情報に対応する資源領域で送受信される。
【００８０】
　図１０は、本発明の一実施例による端末４０５の上向きアクセス信号送信過程の流れ図
である。
【００８１】
　前記端末４０５は、図４ａを参照して説明したように、１００１段階で、広い送信ビー
ムを利用して伝送される下向き同期チャネル及び放送制御チャネルを１つ以上の受信ビー
ムを利用して受信する。１００２段階で、前記端末４０５は、図４ａを参照して説明した
ように、１００１段階の受信放送制御チャネルを通じて公知された伝送時点で下向き２次
参照信号（狭いビーム参照信号）を受信する。
【００８２】
　その後、１００３段階で、前記端末４０５は、上向きアクセス信号を送信する送信ビー
ムとその送信時点を選択する。端末４０５は、例えば可能なすべての上向き送信ビームを
選択することができる。また、変形例によれば、端末４０５は、１００１段階及び１００
２段階で、下向き同期チャネル及び放送制御チャネル、下向き２次参照信号（狭いビーム
参照信号）を受信する過程で選択した最適の下向き広い送信ビーム及び最適の下向き狭い
送信ビームとそれに対する受信ビームの情報に基づいて選択した一部の上向き送信ビーム
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を使用することができる。
【００８３】
　その後、１００４段階で、前記端末４０５は、選択した上向き送信ビームを利用して上
向きアクセス信号を送信する。上向きアクセス信号を送信した端末４０５は、特定待機時
間の間に上向きアクセス信号に対する基地局の応答信号を待つ。ここで、特定待機時間は
、１００５段階で、あらかじめ決定されるか、または１００１段階で放送制御チャネルを
通じて受信した値になる。
【００８４】
　１００６段階で、待機時間内にアクセス応答信号が受信されたら、端末４０５は、上向
きアクセスが成功したと判断し、アクセス応答信号とともに受信された制御チャネル設定
情報によって１００８段階で上向き制御チャネルの送信を開始する。前記上向き制御チャ
ネルを通じて伝送される情報には、下向き最適の狭い送信ビームを含む下向き狭い送信ビ
ームに対する情報、下向き狭い送信ビームのチャネル状態情報（ＣＳＩ；Ｃｈａｎｎｅｌ
　ｓｔａｔｕｓ　ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎ）、上向きチャネルに対する参照信号（ＵＬ　
ｓｏｕｎｄｉｎｇ　ｒｅｆｅｒｅｎｃｅ　ｓｉｇｎａｌ）などが含まれる。
【００８５】
　その後、前記端末４０５は、１００９段階で、１００６段階のアクセス応答信号ととも
に受信されたスケジューリング情報に指示された時点及び資源で、アクセス応答信号とと
もに受信された最適の上向き送信ビーム情報に対応する上向き送信ビームを通じて連結要
請メッセージを複合再伝送技法を利用して送信する。前記端末４０５は、１０１０段階で
、連結要請メッセージに対する応答として基地局４０１が送信した競争解決及び連結設定
関連メッセージを複合再伝送技法を利用して受信し、上向き信号送信動作を終了する。前
記１００９段階で、端末４０５が送信した連結要請メッセージは、最適の下向き狭い送信
ビームとその送信ビームの受信性能に対する情報を含むことができる。
【００８６】
　また、１００９段階及び１０１０段階で、前記複合再伝送動作に使用される複合再伝送
応答信号（ＨＡＲＱ　ｆｅｅｄｂａｃｋ）は、前記メッセージを送受信した上／下向き資
源領域に対応するあらかじめ定められた上／下向き資源領域で送信されるか、あるいは１
００６段階でアクセス応答信号とともに受信した制御チャネル情報に対応する資源領域で
送受信される。
【００８７】
　１００６段階で、アクセス応答信号が受信されなかったら、過程は、１００７段階に進
行し、前記端末４０５は、あらかじめ定められた規則に従って伝送した上向き信号を再伝
送するか否かを判断する。このような判断には、１００１段階で、放送制御チャネルを通
じて受信した上向き信号の再伝送可否、上向き最大送信電力、上向き信号の再伝送回収情
報などが利用されることができる。１００７段階で、上向き信号の再伝送を決定した端末
４０５は、１００３段階に戻って、さらに上向きアクセス信号を送信する動作を行う。変
形例によれば、１００７段階で、再伝送を決定した端末４０５は、上向き送受信方向をさ
らに選択せず、すぐ１００４段階に進行することができる。
【００８８】
　１００７段階で、あらかじめ定められた規則を通じて上向き信号を再伝送しないことに
決定した端末４０５は、１０１１段階で上向きアクセス信号の送信失敗時に行う動作を行
い、上向き送信動作を終了する。前記端末４０５が上向きアクセスの送信失敗時に行う１
０１１段階の動作には、あらかじめ決定されるか、または１００１段階で放送制御チャネ
ルを通じて受信した特定時間の間の遅延後、上向き信号送信をはじめから再試する動作が
含まれる。
【００８９】
　図１１は、本発明の一実施例による基地局４０１及び端末４０５のブロック構成図であ
る。
【００９０】
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　本発明の一実施例による基地局４０１は、スケジューラ及び制御部（Ｓｃｈｅｄｕｌｅ
ｒ　＆　Ｃｏｎｔｒｏｌｌｅｒ）１１４１、無線周波数部（ＲＦ　ｕｎｉｔ）１１４５及
びデータキュー（Ｄａｔａ　Ｑｕｅｕｅ）１１４３を含む。
【００９１】
　本発明の一実施例による端末４０５は、送受信部（Ｆｒｏｎｔ　ｅｎｄ）１１６７、復
調部（Ｄｅｍｏｄｕｌａｔｏｒ）１１６９、復号化部（Ｄｅｃｏｄｅｒ）１１７１、制御
部（Ｃｏｎｔｒｏｌｌｅｒ）１１６１、符号化部（Ｅｎｃｏｄｅｒ）１１６３及び変調部
（Ｍｏｄｕｌａｔｏｒ）１１６５を含む。
【００９２】
　前記基地局４０１のスケジューラ及び制御部１１４１は、上述した実施例によって無線
周波数部１１４５を制御する。特にスケジューラ及び制御部１１４１は、図４ａ～図１０
の方式によって端末４０５の上向きアクセス動作途中に適切な送受信ビームを選択する。
また、スケジューラ及び制御部１１４１は、無線周波数部１１４５が選択された送受信ビ
ームを利用して通信を行うように制御する。
【００９３】
　前記基地局４０１のデータキュー１１４３は、上位ネットワークノードから受信したデ
ータを各端末４０５またはサービスに相当するキューに格納し、スケジューラ及び制御部
１１４１は、各キューに格納されたデータを、端末４０５が伝送する順方向チャネル状況
情報、サービス特性、工程性などを考慮して特定ユーザまたは特定キューのデータを選別
制御する。無線周波数部１１４５は、選別制御されたデータ信号や制御信号を前記端末４
０５に伝送する。無線周波数部１１４５は、スケジューラ及び制御部１１４１の制御によ
って端末４０５の上向きアクセス信号に応答し、スケジューラ及び制御部１１４１の制御
によって送受信ビームを選択し、無線通信を行う。
【００９４】
　前記端末４０５の制御部１１６１は、上述した実施例によって上向きアクセス過程を行
う。前記制御部１１６１は、上向きアクセス過程途中に最適送受信ビーム情報を獲得する
か、または獲得された最適送受信ビーム情報を基地局４０１に通知するように送受信部（
ｆｒｏｎｔ　ｅｎｄ）１１６７を制御する。送受信部（ｆｒｏｎｔ　ｅｎｄ）１１６７は
、無線通信信号を受信し、受信された信号を復調部１１６９が復調し、復号化部１１７１
が復号し、制御部１１６１で判断及び処理する。制御部１１６１が信号を送信しようとす
る場合、送信対象信号は、符号化部１１６３に伝達され、符号化部１１６３は、伝達され
た信号を符号化する。符号化された信号は、変調部１１６５に伝達される。変調部１１６
５は、伝達された信号を変調し、送受信部１１６７に伝達される。送受信部１１６７は、
伝達された信号を無線電波を通じて端末４０５に伝達することができる。
【００９５】
　一方、本発明の詳細な説明では、具体的な実施例に関して説明したが、本発明の範囲を
逸脱しない限度内でさまざまな変形が可能であることはもちろんである。したがって、本
発明の範囲は、説明された実施例に限って定められてはならず、後述する特許請求の範囲
だけでなく、この特許請求の範囲と均等なものによって定めらなければならない。
【００９６】
　本発明の利点及び特徴、そしてそれらを達成する方法は、添付の図面とともに記述され
ている実施例を参照すれば明確になる。しかし、本発明は、以下で開示される実施例に限
定されるものではなく、互いに異なる多様な形態で具現されることができ、但し、本実施
例は、本発明の開示を完全にし、本発明の属する技術分野における通常の知識を有する者
に発明の範疇を完全に知らせるために提供されるものであり、本発明は、請求項の範疇に
よって定義されるだけである。明細書全体にわたって同一の参照符号は、同一構成要素を
指称する。
【００９７】
　以下、本発明の実施例によって発明を説明するための図面を参照して本発明について説
明する。
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【００９８】
　この際、処理流れ図の各ブロックと流れ図の組合せは、コンピュータプログラムインス
トラクションによって行われることを理解することができる。これらコンピュータプログ
ラムインストラクションは、汎用コンピュータ、特殊用コンピュータまたはその他プログ
ラム可能なデータプロセッシング装備のプロセッサに搭載され得るので、コンピュータま
たはその他プログラム可能なデータプロセッシング装備のプロセッサを通じて行われる該
インストラクションが流れ図ブロックで説明された機能を行う手段を生成するようになる
。これらコンピュータプログラムインストラクションは、特定の方式で機能を具現するた
めにコンピュータまたはその他プログラム可能なデータプロセッシング装備を志向するこ
とができるコンピュータ利用可能またはコンピュータ読み取り可能メモリに格納されるこ
とも可能なので、該コンピュータ利用可能またはコンピュータ読み取り可能メモリに格納
されたインストラクションは、流れ図ブロックで説明された機能を行うインストラクショ
ン手段を内包する製造品目を生産することも可能である。コンピュータプログラムインス
トラクションは、コンピュータまたはその他プログラム可能なデータプロセッシング装備
上に搭載されることも可能なので、コンピュータまたはその他プログラム可能なデータプ
ロセッシング装備上で一連の動作段階が行われ、コンピュータで実行されるプロセスを生
成し、コンピュータまたはその他プログラム可能なデータプロセッシング装備を行うイン
ストラクションは、流れ図ブロックで説明された機能を行うための段階を提供することも
可能である。
【００９９】
　また、各ブロックは、特定された論理的機能を実行するための１つ以上の実行可能なイ
ンストラクションを含むモジュール、セグメントまたはコードの一部を示すことができる
。また、いくつかの代替実行例では、ブロックで言及された機能が手順を脱して発生する
ことも可能であることを注目しなければならない。例えば、相次いで図示されている２つ
のブロックは、実質的に同時に行われることも可能であり、またはそのブロックが時々該
当する機能によって逆順に行われることも可能である。
【０１００】
　この際、本実施例で使用される“～部”という用語は、ソフトウェアまたはＦＰＧＡま
たはＡＳＩＣのようなハードウェア構成要素を意味し、“～部”は、どんな役目を行う。
しかしながら、”～部”は、ソフトウェアまたはハードウェアに限定される意味ではない
。”～部”は、アドレッシンすることができる格納媒体にあるように構成されてもよく、
１つまたはそれ以上のプロセッサを再生させるように構成されてもよい。したがって、一
例として”～部”は、ソフトウェア構成要素、客体志向ソフトウェア構成要素、クラス構
成要素及びタスク構成要素のような構成要素と、プロセス、関数、属性、プロシージャ、
サブルーチン、プログラムコードのセグメント、ドライバー、ファームウエア、マイクロ
コード、回路、データ、データベース、データ構造、テーブル、アレイ、及び変数を含む
。構成要素と”～部”内で提供される機能は、さらに小さい数の構成要素及び”～部”に
結合されるか、または追加的な構成要素と”～部”にさらに分離することができる。しか
も、構成要素及び”～部”は、デバイスまたは保安マルチメディアカード内の１つまたは
それ以上のＣＰＵを再生させるように具現されてもよい。
【０１０１】
　本発明の一実施例による携帯端末機は、携帯電話、ＰＤＡ（Ｐｅｒｓｏｎａｌ　Ｄｉｇ
ｉｔａｌ　Ａｓｓｉｓｔａｎｔ）、ナビゲーション（ｎａｖｉｇａｔｉｏｎ）、デジタル
放送受信機、ＰＭＰ（Ｐｏｒｔａｂｌｅ　Ｍｕｌｔｉｍｅｄｉａ　Ｐｌａｙｅｒ）などの
ような携帯用電子機器装置を言う。
【０１０２】
　本発明の属する技術分野における通常の知識を有する者は、本発明がその技術的思想や
必須な特徴を変更することなく、他の具体的な形態で実施されることができることを理解
することができる。したがって、以上で記述した実施例は、すべての面で例示的なもので
あり、限定的ではないものと理解しなければならない。本発明の範囲は、前記詳細な説明
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よりは後述する特許請求の範囲によって示され、特許請求の範囲の意味及び範囲そしてそ
の均等概念から導出されるすべての変更または変形された形態が本発明の範囲に含まれる
ものと解釈されなければならない。
【０１０３】
　なお、本明細書と図面には、本発明の好ましい実施例について開示し、たとえ特定用語
が使用されたが、これは、ただ本発明の技術内容を容易に説明し、発明の理解を助けるた
めの一般的な意味として使用されたものであって、本発明の範囲を限定しようとするもの
ではない。ここに開示された実施例以外にも、本発明の技術的思想に基づく他の変形例が
実施可能であるということは、本発明が属する技術分野における通常の知識を有する者に
自明である。
【符号の説明】
【０１０４】
　　１００　基地局
　　１１０　アレイアンテナ
　　１１２　アレイアンテナ
　　１２０　送信ビーム
　　１５０　端末
　　１７０　受信ビーム
　　２２０　区間
　　２３０　上向きリンク制御ブロック
　　３００　基地局
　　４０１　基地局
　　４０２　段階
　　４０３　段階
　　４０４　段階
　　４０５　端末
　　４０６　段階
　　４０７　段階
　　４０８　段階
　　４０９　段階
　　４１０　ＳＣＨ／Ｐ－ＢＣＨ領域
　　４１１　ＮＢ－ＲＳ領域
　　４１２　Ｓ－ＢＣＨ領域
　　５０２　段階
　　５０３　段階
　　５０５　段階
　　５０６　段階
　　５０７　アップリンク制御ブロック（ＵＬ－ＣＢＬＫ）
　　７０２　段階
　　７０３　段階
　　７０４　段階
　　７０５　段階
　　７０７　段階
　　７０８　段階
　　７０９　段階
　　７１５　下向きスケジューリング領域
　　７１６　資源領域
　　８０２　段階
　　８０３　段階
　　８０５　段階
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　　８０６　段階
　　８０７　ＰＤＣＣＨ領域
　　８０８　アップリンク領域
　　８０９　ダウンリンク制御ブロック
　　８１０　アップリンク制御ブロック
　　８１１　ダウンリンク領域
　　１１４１　スケジューラ及び制御部
　　１１４３　データキュー
　　１１４５　無線周波数部
　　１１６１　制御部
　　１１６３　符号化部
　　１１６５　変調部
　　１１６７　送受信部
　　１１６９　復調部
　　１１７１　復号化部

【図１】 【図２】
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【図４ｂ】

【図５ａ】

【図５ｂ】

【図６】
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【図８ａ】 【図８ｂ】
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【図９】 【図１０】

【図１１】
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